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6.7

令和5年12月22日

富山県高齢福祉課

市町村における高齢者虐待防止法に基づく対応状況等に関する調査

（調査対象期間：令和4年4月1日～令和5年3月31日）

Ⅰ養介護施設従事者等による高齢者虐待

令和4年度 令和3年度 前年度比

％２　事実確認により虐待を受けた又は受けたと思われたと判断した件数 7 件 4 件 175.0

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）／（Ｂ）

１　相談・通報対応件数 37 件 14 件 264.3

2.6 1 6.7 100.0

％

医療機関従事者 1 2.6 0 0.0 -

当該施設職員等 22 56.4 7 46.7 314.3

200.0

家族・親族 6 15.4 3 20.0 200.0

３　相談・通報者（重複可） 39 15 260.0

本人 2 5.1 1

介護支援専門員 0 0.0 0 0.0 -

介護医療院・介護療養型医療施設 0 0.0 0 0.0 -

介護老人保健施設 0 0.0 0 0.0 -

４　虐待があった施設・事業所のサービス種別 7 4 175.00

特別養護老人ホーム 2

その他（一般市民　等） 7 17.9 3 20.0 233.3

職務上知り得た者 1

28.6 1 25.0 200.00

小規模多機能型居宅介護 -

軽費老人ホーム 0 0.0 0 0.0 -

0

住宅型有料老人ホーム 2 28.6 1 25.0 200.00

認知症対応型共同生活介護 2 28.6 0 0.0

-

-

0 0.0 0 0.0 -

短期入所施設 0 0.0 0 0.0 -

養護老人ホーム 0 0.0 0 0.0 -

介護付き有料老人ホーム 1 14.3 0 0.0 -

0.0 0 0.0

通所介護等 0 0.0 0

50.0

介護等放棄 10.0

心理的虐待 3 20.0 5 19.2 60.0

1

６　被虐待高齢者の性別（延べ人数） 100.0

経済的虐待 0 0.0 0 0.0 -

性的虐待 0 0.0 0 0.0

女性 13 92.9 12 85.7 108.3

0.0 -

訪問介護等

男性 1 7.1 2 14.3

身体的虐待 11 73.3 11 42.3 100.0

0.00

0 0.0 0 0.0

15 26

居宅介護支援等 0 0.0 2 50.0

５　虐待の種別・類型（重複可） 57.7

その他 -

6.7 10 38.5

14 14
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７　被虐待高齢者の年齢（延べ人数） 14 100.0

65～69歳 0 0.0 0 0.0 -

0.0 -

3

6

80～84歳 2 14.3 2 14.3 100.0

75～79歳 0 0.0 2 14.3 0.0

95～99歳 4 28.6 4 28.6

100歳以上 0 0.0 0

管理職 1 14.3 3 50.0 33.3

介護職 3 42.9 1 16.7 300.0

0.0 0 0.0 -

施設長 0 0.0 1 16.7 0.0

要支援１ 0 0.0 0 0.0 -

要支援２ 0 0.0 0 0.0 -

９　被虐待高齢者の要支援・要介護状態区分（延べ人数） 14 100.0

自立 0 0.0 0 0.0 -

14

0 0.0 -

老人福祉法に基づく改善命令 0 0.0 0 0.0 -

老人福祉法に基づく報告徴収、質問、立入検査 1 12.5 0 0.0

要介護１ 1 7.1 0 0.0 -

要介護２ 1 7.1 2 14.3 50.0

50.0

要介護４ 9 64.3 5 35.7 180.0

1

-

21.4 4 28.6

70～74歳 1 7.1 1 7.1 100.0

90～94歳 75.0

7

その他（不明を含む） 1 14.3 0 0.0 -

85～89歳 4 28.6 1 7.1 400.0

14

経営者・開設者 0

介護福祉士 2 28.6 1 16.7 200.0

８　虐待を行った養介護施設従事者等の職種（延べ人数） 116.7

その他（不明を含む） 0 0.0 0

100.0

自立度Ⅲ

100.0

自立または認知症なし 0 0.0 0 0.0 -

7.1 2 14.3

10　被虐待高齢者の認知症日常生活自立度（延べ人数） 14 14

不明 0 0.0 0 0.0 -

要介護５ 2 14.3 5 35.7

6 42.9 9 64.3 66.7

自立度Ⅰ 0 0.0

8 2

40.0

要介護３

自立度Ｍ 0 0.0 0 0.0 -

自立度Ⅳ 6 42.9 2 14.3 300.0

0 0.0 -

自立度Ⅱ 2 14.3 2 14.3

認知症の有無が不明 0 0.0 0 0.0 -

認知症あるが自立度不明 0 0.0 1 7.1 0.0

介護保険法に基づく改善勧告 3 37.5 1 50.0 300.0

介護保険法に基づく報告徴収、質問、立入検査 3 37.5 1 50.0 300.0

11　権限行使の状況 400.0

その他 1 12.5

0.0
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人 ％ 人 ％ ％

職務上知り得た者 203 44.3 167 38.5 121.6

医療機関従事者 100.0

介護支援専門員、介護保険事業所職員 128 27.9 125 28.8 102.4

11

家族・親族 42 9.2 44 10.1 95.5

Ⅱ養護者による高齢者虐待

令和4年度

12.7 29 16.1 72.4

65～69歳 9 5.4 10 5.6 90.0

６　被虐待高齢者の年齢（延べ人数） 92.2166

男性

77.3

介護等放棄 34 15.3 29 11.2 117.2

126 75.9 135 75.0 93.3

70.7

0 0.0 0 0.0

166

その他（不明を含む） 0 0.0 0 0.0 -

40 24.1 45 25.0 88.9

85～89歳 33 19.9 32 17.8 103.1

80～84歳 51 30.7 46 25.6 110.9

75～79歳 25 15.1 35 19.4 71.4

女性

70～74歳 21

90歳以上 27 16.3 28 15.6 96.4

夫 31 17.8 46 25.1 67.4

８　虐待者と被虐待高齢者との続柄（延べ人数） 95.1174 183

その他（不明を含む） 2 1.2 0 0.0 -

虐待者と別居 17

虐待者とのみ同居 95.1

虐待者及び他家族と同居 69 41.6 94 52.2 73.4

10.2 4 2.2 425.0

娘 25 14.4 23 12.6 108.7

息子 79 45.4 75 41.0 105.3

妻 11 6.3 13 7.1 84.6

0.6

その他（不明を含む） 6 3.4 5 2.7 120.0

兄弟姉妹 50.0

孫 4 2.3 9 4.9 44.4

1 2 1.1

息子の配偶者（嫁） 15 8.6 9 4.9 166.7

２　事実確認により虐待を受けた又は受けたと思われたと判断した件数 160 件 176 件 90.9

令和3年度 前年度比

（Ａ）

％

434

虐待者自身 4 0.9 4 0.9 100.0

（Ｂ） （Ａ）／（Ｂ）

１　相談・通報対応件数 412 件 365 件 112.9 ％

３　相談・通報者（重複可） 458 105.5

180

本人 26 5.7 27 6.2 96.3

４　虐待の種別・類型（重複可） 86.0

その他（一般市民　等） 44 9.6 56 12.9 78.6

身体的虐待 118 53.2 132 51.2 89.4

５　被虐待高齢者の性別（延べ人数） 92.2

性的虐待 -

経済的虐待 17 7.7 22 8.5

2.4 11 2.5

222 258

心理的虐待 53 23.9 75 29.1

200.0

180

７　虐待者との同居・別居 166 180 92.2

78 47.0 82 45.6

娘の配偶者（婿） 2 1.1 1 0.5
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35 19.4 111.4

92.2166 180

自立度Ⅲ 36 28.6 25 21.2 144.0

自立度Ⅱ 51 40.5 50 42.4 102.0

自立または認知症なし 4 3.2 2 1.7 200.0

10　虐待高齢者の認知症日常生活自立度（延べ人数） 106.8

要介護５ 3 1.8

要介護２ 39 23.5

52.1 87.1

被虐待高齢者の保護として虐待者からの分離を行った 50 28.7 54 27.8 92.6

自立度Ⅰ 23 18.3 29 24.6 79.3

認知症あるが自立度不明 1 0.8 0 0.0 -

自立度Ｍ 2 1.6 3 2.5 66.7

自立度Ⅳ 8 6.3 9 7.6 88.9

1 0.8 0 0.0 -

20.1 92.3

11　対応策 89.7

認知症の有無が不明

19 10.6

要介護１ 31 18.7 35 19.4

未申請・申請中 34 20.5 60 33.3

認定非該当（自立） 6 3.6 2 1.1

88.6

要支援１ 71.4

要支援２ 10 6.0 6 3.3 166.7

300.0

９　被虐待高齢者の要介護認定の状況（延べ人数）

121.1

要介護４ 14 8.4 11 6.1 127.3

56.7

5 3.0 7 3.9

要介護３ 23 13.9

5 2.8 60.0

不明 1 0.6 0 0.0 -

126 118

174 194

契約による介護保険サービスの利用 20

老人福祉法に基づくやむを得ない事由等による措置

緊急一時保護

上記以外の住まい・施設等の利用

虐待者を高齢者から分離（転居等）

その他

6

8

3

20.7 39その他 36

88 50.6 101

(40.0

(12.0

(16.0

(20.0

(6.0

(2.0

(4.0

経過観察（見守り）

養護者に対する助言・指導

養護者が介護負担軽減のための事業に参加

被虐待者が新たに介護保険サービスを利用

既に介護保険サービスを受けているが、ケアプランを見直し

被虐待者が介護保険サービス以外のサービスを利用

(27.8

(3.7

(7.4

(29.6

(16.7

(7.4

(7.4

(7.5

(45.9

11

67

その他

11

66

4

6

31

3

12

(8.3

(49.6

(3.0

(4.5

(23.3

(2.3

(9.0

被虐待高齢者と虐待者を分離していない
133

1

2

医療機関への一時入院 10

1

10

33

4

20

(0.7

(6.8

(22.6

(2.7

(13.7

133.3

300.0

200.0

62.5

33.3

25.0

50.0

100.0

98.5

400.0

60.0

93.9

75.0

60.0

15

2

4

16

9

4

4

146



計 計 ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

86.7 115.4

養護者による高齢者虐待対応のマニュアル、業務指針、対応風フロー図等
の活用

13 86.7 12 80.0 108.3

介護保険施設に高齢者虐待防止法について周知 9 60.0 7 46.7 128.6

居宅介護サービス事業者に高齢者虐待防止法について周知 12 80.0 11 73.3 109.1

100.0

養護者による高齢者虐待の対応の窓口となる部局の住民への周知 13 86.7 12 80.0 108.3

100.015 15

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）／（Ｂ）

125.0

地域包括支援センター等の関係者への高齢者虐待に関する研修 12 80.0 12 80.0

成年後見制度の市区町村長申立が円滑にできるように役所・役場内の体制強化 14 93.3 13 86.7 107.7

介護保険サービス事業者等からなる「保健医療福祉サービス介入支援ネッ
トワーク」の構築への取組

10 66.7 11 73.3 90.9

Ⅲ　市町村における体制整備等の実施状況（年度末）

令和4年度 令和3年度 前年度比

66.7 8 53.3

100.0 93.3

行政機関、法律関係者、医療機関等からなる「関係専門機関介入支援ネッ
トワーク」の構築への取組

11 73.3 10 66.7 110.0

高齢者虐待対応・養護者支援が円滑にできるよう生活困窮者支援、DV担
当課等の役所・役場内の体制強化

13 86.7 12 80.0 108.3

老人福祉法の規定による措置を採るために必要な居室確保のための関係
機関との調整

10 66.7 12 80.0 83.3

高齢者虐待防止法に定める警察署長に対する援助要請等に関する警察署
担当者との協議

10 66.7 10 66.7 100.0

地域における権利擁護・成年後見体制の整備に向けた中核機関の立ち上
げ・体制整備

12 80.0 10 66.7 120.0

指導監督権限を有する施設・事業所における虐待防止の取組状況の把握 3 20.0 2 13.3 150.0

指導監督権限を有する施設・事業所において虐待防止の取組を促進させる
ためのリーダー養成研修等の開催

1 6.7 0 0.0 -

高齢者虐待対応・養護者支援が円滑にできるよう保健所、精神保健福祉セ
ンター、発達障害者支援センター等の関係機関との連携強化

11 73.3 9 60.0 122.2

介護サービス相談員派遣事業等による施設・事業所内、家庭内の介護
サービス状況等の確認

6 40.0 7 46.7 85.7

13.3 100.0

終結した虐待事案の事後検証について 8

養介護施設従事者等による高齢者虐待対応において、医療・福祉・法律専
門職等から支援を受けられる体制

7 46.7 7 46.7 100.0

養介護施設・事業所の事故報告や苦情相談、指導内容等の関係部署間で
の共有

13 86.7 12 80.0 108.3

養介護施設従事者等による高齢者虐待対応のマニュアル、業務指針、対
応フロー図等の活用

10 66.7 7 46.7 142.9

14 93.3 15

養介護施設従事者等による高齢者虐待に関して、サービス利用者や家族、
地域住民等への周知・啓発

2 13.3 2

高齢者虐待について、講演会や市町村広報誌等による、住民への啓発活動 10

民生委員、住民、社会福祉協議会等からなる「早期発見・見守りネットワー
ク」の構築への取組

15 100.0 13

指導監督権限を有する施設・事業所への養介護施設従事者等による高齢
者虐待の未然防止、早期発見・早期対応等に関する周知

6 40.0 8 53.3 75.0

53.3 9 60.0 88.9

居宅において日常生活を営むのに支障がありながら、必要な福祉サービス
及び保健医療サービスを利用していない高齢者の権利利益の養護を図る
ための早期発見の取組や相談等

14 93.3 15 100.0 93.3

虐待を行った養護者に対する相談、指導または助言


